
　平成25年４月26日に開催されました一般社団法人日本鉄鋼協
会定時社員総会において、標記報告等が承認されました。以下
にその概要をお知らせします。

Ⅰ．平成24年度一般社団法人日本鉄鋼協会事業報告・
　　収支決算（H24.8.1〜H25.2.28）
　一般社団法人日本鉄鋼協会は特例社団法人からの移行登記が
８月１日をもって行われ、設立された。
　本報告は一般社団法人として平成24年８月１日から平成25年
２月28日までの７ヶ月間の事業報告である。
　平成24年度においては、新法人設立にかかる基盤整備を図る
と共に事務所の移転、平成25年度を初年度とする中期財務計画
の作成を行い、新法人の活動を開始した。活動内容としては①
協会基本活動の活性化、②情報発信機能の強化、③国際化の促
進、④鉄鋼の学術・技術の活性化、⑤他学協会との連携強化等
を進めると共に、鉄鋼協会の今後の強化活動項目として取り上
げられた人材育成について事業活動を展開した。特例社団法人
は清算した。
１．協会基本活動の活性化
　会員数、講演大会発表件数、論文誌への投稿論文数の増大を
学協会の基本活動として重点を置いている。
　会員数はリーマンショック後の景気変動の影響も受けたが、
現時点では横ばい傾向にあり、会員総数で9,121名（前年８月
１日9,636名）、正会員7,731名（前年８月１日8,076名）、維持会
員174社（前年８月１日179社）である。また、60歳以上の会員
の増加を目的に21年から導入されたシニア会員制度は168名が
活用している。
　24年度の秋季講演大会は愛媛大学で開催された。講演大会で
の研究発表件数は一般講演438件、討論会74件、国際セッショ
ン11件で合計523件、登録参加者数1,284名、学生ポスターセッ
ションの発表は94件であった。
　論文の状況を８〜 12月の５ヶ月間数字で見ると、投稿論文
数は「鉄と鋼」43件（87）、「ISIJ Int.」232件（587）、同様に
掲載論文数は「鉄と鋼」35件（92）、「ISIJ Int.」130 件（304）
であり、前年とほぼ同様の水準で推移した（（ ）内は前年１〜
12月の数値）。
　21年度から導入された査読報奨金制度は円滑に進行してい
る。
２．情報発信機能の強化
　科学技術振興機構が運営するJ-STAGEにおいて「ISIJ Int.」
をフリーアクセスとして、情報発信の強化を図っている。電
子投稿・審査システムは23年10月から新J-STAGE3の投稿・審
査システムに変更した。また、「鉄と鋼」も24年１月から新
J-STAGE3のシステムの運用を開始した。

３．国際会議・国際交流の促進
　国際自動制御連盟「鉱業、鉱物と金属加工の自動化に関す
るワークショップ（IFAC MMM 2012）」が９月10 〜 12日に
岐阜市の長良川国際会議場で開催され、参加15ケ国から102名
が参加し、62件の発表が行われた。また、「鉄鋼業における分
析・解析法の最近の進歩（RATEC 2012）」 が11月28 〜 30日に
東京の科学未来館会議場で開催され、参加８ケ国から56名が参
加し、19件の発表が行われた。
４．鉄鋼の学術・技術の活性化
　①産学連携

　学術部会と技術部会の活性化および産学連携の強化を
図った。

　②鉄鋼研究の強化
　産発プロジェクト展開鉄鋼研究（「製鋼スラグによる東
日本大震災で被災した沿岸田園地域の再生（研究チーム主
査東北大学北村信也教授）」、研究会（「電磁振動印加時の
物理現象解明」、「非金属介在物と硫化物・窒化物の固相内
反応」、「ワイヤレスセンサネットワークの鉄鋼応用」、「加
工プロセスにおける酸化被膜の影響」、「高強度鋼の破壊靭
性」、「鋼材矯正後残留応力の予測・評価」及び「円周ガイ
ド波による配管減肉検出技術」の７研究会）、鉄鋼研究振
興助成（36件）については特例社団法人として採択した課
題について24年度の助成を継続した。
　25年度に向けて産発プロジェクト展開鉄鋼研究１件、研
究会Ⅰ４件、研究会Ⅱ２件、鉄鋼研究振興助成41件の採択
を行った。

５．他学協会等との連携促進
　日本金属学会との講演大会相互聴講、男女共同参画ランチョ
ンミーティングを実施した。
　日本金属学会、日本熱処理技術協会とは事務所移転後も継続
して連携を強化した。
６．人材育成
　20回目となる鉄鋼工学アドバンストセミナー（33名参加）、
大学特別講義（従来からの経済産業省特別講義６大学、企業経
営幹部による大学特別講義３大学）を実施した。企業経営幹部
による大学特別講義は通年では前年度と同一の10大学であっ
た。学生鉄鋼セミナーは３コースが実施され35名の参加、修士
学生向け鉄鋼工学概論セミナーは32名、学部学生向け最先端鉄
鋼体験セミナーは室蘭14名、鹿島10名、広畑14名、倉敷12名の
参加であった。
　西山記念技術講座では、「金属の界面腐食科学技術の進歩
と今後の展望」をテーマに開催した。また、白石記念講座は

「鋼・コンクリート構造物の腐食・防食、劣化とセンシング技
術の課題と展望」をテーマに開催した。
７．科学技術政策への対応
　日本鉄鋼協会が提案した科学技術振興機構の産学共創基礎基
盤技術開発制度「ヘテロ構造制御金属材料プロジェクト」で秋
季講演大会時に科学技術振興機構と共催でシンポジウムを開催
し、12件の研究プロジェクトを発表した。
　政府で検討中の未来開拓研究制度で構造材料関連テーマが取
り上げられるべく、必要な活動を行った。

平成24年度一般社団法人日本鉄鋼協会事業報告・収支決算
（平成24年8月1日〜平成25年2月28日）および
平成25年度一般社団法人日本鉄鋼協会事業計画・収支予算
（平成25年3月1日〜平成26年2月28日）
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Ⅲ．平成25年度一般社団法人日本鉄鋼協会事業計画・
　　収支予算（H25.3.1〜H26.2.28）

活動方針
　地球環境問題への対応、電力等のエネルギー問題、継続する
円高、税制等厳しい企業環境の中で、中国、韓国等新興国の追
い上げは厳しさを増し、鉄鋼業はかってない国際的な競争環境
に置かれている。
　大学においては競争的研究環境の高まりの中で、高温プロセ
スや足の長い構造材料の研究基盤維持の危機感が高まってお
り、大学での鉄鋼研究のベースを確保することが喫緊の課題で
ある。また、大学での人材育成については、大学教育の流れの
中できめ細かい鉄鋼技術教育を期待することが難しくなってい
る。
　こうした状況の中で、イノベーションの中核をなす新技術開
発、人材育成、イノベーションの実現を可能とするシステム改
革が競争力確保の源泉であり、これらを促進するべく鉄鋼協会
の活動を進める。
　このため、鉄鋼協会の活動をそれ自体で完結することなく、
協会の伝統である産学連携活動をベースとして文部科学省、経
済産業省等の国家政策や、大学・独法等の研究教育機関、関連
団体、企業活動との連携を深め、コストパフォーマンスの高い
協会活動を指向する。また、日本鉄鋼業、鉄鋼技術の内外での
プレゼンスの増大は鉄鋼企業や大学等の活動成果の国際発信、
優秀な人材の獲得等の観点からも重要で、重点化を図りつつ推
進する。
　これらを踏まえ、平成25年度の本会活動としては、①協会基
本活動の活性化、②鉄鋼の学術・技術の活性化、③若手企業技
術者や大学生の人材育成などこれまでの施策を効率的重点的に
進めると共に、④他学協会・団体との連携強化、⑤政府の科学
技術・産業技術政策への対応、⑥内外へのプレゼンスの強化等
の実施に重点をおいた事業活動を展開する。
　平成27年２月６日で鉄鋼協会は創立100周年を迎える。これ
をプレゼンス強化の契機ととらえ、記念行事の準備を進める。
また、平成24年度に作成した中期財務計画の初年度にあたるの
で、その実現を期する。

具体的な施策
１．協会基本活動の活性化
　関係する学術部会・技術部会、委員会の主導のもと、具体的
な取り組みを行ない、会員数、講演大会発表件数、論文誌への
投稿数の増加といった学協会としての基本的活動の強化を図
る。また会員サービスの向上のため協会活動を支える協会の管
理・情報システムの改善を図る。
２．鉄鋼の学術・技術の活性化

１）本会の特色である学術部会と技術部会との連携強化を継
続するとともに、新しい研究課題の発信を図る。

２）学術部会ではフォーラム活動や研究会の充実、理学等も

含めた新たな学術シーズの取り込みを進める。
３）技術部会では新たな業界構造も加味した機動的、弾力的

運営を行う。
４）限られた学への助成資源の最適化を図るため、助成制度

の改善や他の助成制度との連携を進める。
３．人材育成

１）「修士学生向け鉄鋼工学概論セミナー」、「学部学生向け
最先端鉄鋼体験セミナー」、「企業経営幹部による大学特
別講義」、「学生鉄鋼セミナー（含むバスによる製鉄所見
学支援）」の円滑な推進を図る。

２）企業技術者の育成事業である「鉄鋼工学セミナー・専
科」、「アドバンストセミナー」は企業の人材ニーズに対
応した展開を図る。また、鉄鋼工学セミナーを活用した
大学教育の定点観測調査を継続する。

３）西山記念技術講座・白石記念講座等はニーズを踏まえた
タイムリーな企画を進め、内容充実を図る。

４．他学協会等との連携強化
１）鉄鋼会館への移転により鉄鋼関連団体との協力が進めや

すくなった。これまでの日本金属学会、日本熱処理技術
協会の他、関係団体との協力推進について協議を進め
る。

２）特に鉄鋼関連助成団体との連携は、効果的な学への支援
の観点からも重要なので重点的に進める。

５．政府の科学技術・産業技術政策への対応
１）政府で検討中の構造材料技術開発プロジェクトの実現に

向けて関係団体と協力する。
２）科学技術振興機構（JST）の産学共創基礎基盤研究「ヘ

テロ構造制御金属材料プロジェクト」の開発については
技術テーマの提案組織の一員として積極的に協力を行
い、同プロジェクトの成功を期する。

３）材料戦略委員会活動、日本学術会議とも連携し、材料分
野の学術・技術政策の充実を図る。

６．内外へのプレゼンスの強化
１）日本鉄鋼連盟や関連団体のプレゼンス活動とも連携し、

効果的なプレゼンス向上ができるよう検討する。
２）講演大会時の経営トップ特別講演を進めるとともに大会

を活用したプレゼンス向上策を検討する。
３）創立100周年を記念する「第５版鉄鋼便覧」、「鉄鋼材料

と合金元素」の作業を進め、「鉄と鋼」100巻記念特集号
を発刊する。

４）論文誌のオープンアクセス化を進めると共に会報誌の電
子化を検討し、発信力を強化する。

５）第８回金属の歴史国際会議（BUMA ８）、低炭素・炭
素循環スマート製鉄国際会議（ICSRI）等の国際会議や

「日本とドイツ・北欧合同鉄鋼セミナー」及び「日本と
中国鉄鋼セミナー」を実施し、国際交流を深める。

６）アメリカ鉄鋼協会、東南アジア鉄鋼協会との協力を具体
化する。
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